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－都道府県別貸出金利の推定による考察－

大越 利之

はじめに

年春の統一地方選挙を控え「地方創生」を

巡る経済対策が注目されている。 年 月

日に出揃った各都道府県の 年度当初予算案

も、そのほとんどにおいて予算規模を拡大してい

る。

地方創生の大きな目的の一つに、地方の人口減

少に歯止めをかけることがある。また、人口維持

のために、財政政策による経済面から支援が期待

されている。しかしながら、公共事業の拡大や補

助金給付等の「バラマキ政策」が実行されたとし

て、一国全体で見ても、地域単位で見ても、経済

に与える影響は大きいものではなく、持続性もな

いであろう。

持続的に地方経済を活性化させるためには、こ

うした財政支援ではなく、地域の決済機能を持つ

民間金融機関からの地元経済への資金供給がより

重要になると考えられる。しかしながら、昨今の

「異次元金融緩和」により、預金・貸出の利鞘は

縮小し、金融仲介から得られる収益は悪化してい

る。つまり貸出供給を増やしても、金融機関の収

益増につながり難くなっている。さらに、人口減

少に伴い、今後、預金の確保が地方金融機関にと

って大きな問題となってくる。高齢化の進行によ

る社会保障給付費の増大は、財政再建が急務であ

るわが国において重大な課題である一方、現状で

は、年金等の流入は地域金融機関にとって、預金

量の下支えとなっている。今後は、特に地方部に

おいて高齢者人口の減少が見込まれており、それ

に伴い年金の流入も縮小していくことが予想され

る。貸出についても、人口減少と同時に企業数や

世帯数が減っていく状況であれば、預金と同様に

縮小していくと考えられる。地域金融機関の経営

において、バランスシートの健全性だけでなく、

その規模も重要な要素であるとすれば、他地域に

営業エリアを拡大して預金や貸出を増大させるほ

か、合併等によりバランスシートの縮小に歯止め

をかける必要がある。

実際に近年では、本店を置く都道府県以外に進

出して域外の貸出を強化したり、全国の有力地方

銀行の広域連携により、域外融資を促進する動き

が見られる。

しかしながら、現状において地域金融機関の統

合・再編が進んでいるとは言い難い。すべての都

道府県において、少なくとも一行の地方銀行・第

二地方銀行（以下あわせて「地域銀行」という。）

が本店を置いているし、 年代半ばまでに進展

した都市銀行の再編とは対照的に、特に地方銀行

年 月、千葉銀行、北海道銀行、七十七銀行、

八十二銀行、静岡銀行、京都銀行、広島銀行、伊予銀

行、福岡銀行の 行は、各行の経営基盤・営業エリア

において有する情報・ネットワークを活用し、相互に

連携すると発表した。

研究ノート
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の数は 年以降変わっていない。この事実は、

日本の地域金融市場が都道府県で分断しているこ

とを示唆しているととらえることができる。

本稿では、地域銀行の財務データから都道府県

別の貸出金利を算出し、その差異から地域金融市

場の分断を検証する。さらに、先行研究の分析結

果を概観し、今後、地域銀行の統合・再編が進ん

でいくのか、または進むべきなのかについて考察

する。

地域の金融市場は分断しているのか

先行研究のサーベイ

「地域金融」の研究分野を中心に、日本の地域

金融市場が分断しているか否かについて検証が行

われている。そもそも、銀行貸出市場をはじめと

する資金調達市場が全国で統一されていた場合、

地域経済の差異を地域固有の資金調達市場から検

証するという方法を断たれてしまい、地域金融を

経済学の市場メカニズムの枠組みの中で分析する

ことが困難になる。日本の銀行貸出市場の分断に

関する先駆的な研究である

は、 年度の都道府県別の貸出金利を

作成し、金利が各都道府県で異なっているか否か

について統計的検定を行った結果、信用金庫の貸

出市場は分断しているものの、地方銀行の貸出市

場の分断していないという結論を得た。一方、筒

井 は地域の貸出市場の分断を仮定した上

で、 年から 年の都道府県パネルデータ

を用いて貸出供給関数と借入需要関数の推定を行

い、推定により得られた金利の係数が理論と整合

的であったことから、信用金庫だけでなく地方銀

行を含むを地域の貸出市場の分断の仮定は支持さ

れると結論付けている。さらに、家森・近藤

は、民間金融機関の住宅ローン市場も、各都道府

県で分断されていることを明らかにしている。し

かしながら、フラット の市場分断仮説を検証

末、 年 月時点において地方銀行の数は

行である。第二地方銀行は、バブル崩壊の影響で破綻

や合併にに至った銀行が多く、同期間において 行か

ら 行に減っている。

した は、商品性が全国

において均質であるフラット については、必

ずしも市場分断が確認できないことを示した。中

田・安達 は、貸出金利の地域間格差が、借

手の産業構成、貸手の規模や効率性、貸出市場の

競争環境から説明可能であることを示した。

近年、経済学の枠組みの中で地域金融を分析す

る上で「リレーションシップバンキング」

という概念が導入さ

れている。とくに日本では、 年の金融審議会

報告『リレーションシップバンキングの機能強化

に向けて』以降、中小企業の資金調達に対する銀

行の役割、および地方の中小金融機関のビジネス

モデルについて活発な議論が行われている。リレ

ーションシップバンキングの利点は、金融機関が

中小企業に融資を行う際に入手できる情報として、

ディスクロージャーなどによって容易に入手でき

る定量化が可能な「ハード・インフォメーション」

だけでなく、金融機関と借手企業との長期的で親

密な取引関係から蓄積された「ソフト・インフォ

メーション」により、情報の非対称性が緩和され

ることで、エージェンシーコストを低減し、地域

の中小金融機関の収益性を改善というものである。

内田 は日本のリレーションシップバンキ

ングの機能に関するいくつかの実証研究の結果を

まとめており、リレーションシップバンキングの

利点が存在する可能性を示唆しているものの、確

定した結論が下せるほどの十分な検討は行われて

いないとしている。今後、関連する研究が十分に

行われ、金融機関が収集するソフト・インフォメ

ーションの質や量と、金融機関と借手企業間の空

間的・時間的距離との関係が明らかになれば、リ

レーションシップバンキングの側面からも地域の

金融市場の分断について言及することができるで

あろう。

日本のリレーションシップバンキングの研究につい

ては、村本 、 、 、

、

を参照されたい。

は、北海道拓殖銀行の経営破綻が取引先

企業に与えた影響を定量的に分析し、銀行との取引関
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都道府県別貸出金利

地方銀行および第二地方銀行の財務データから、

都道府県別貸出金利を作成する。はじめに、銀行

個別の貸出金利を以下のように定義する。

𝜌𝜌𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖

ここで、𝜌𝜌, 𝐼𝐼, 𝐿𝐿 はそれぞれ貸出金利、貸出金利息、
貸出金残高を、添字の 𝑖𝑖, 𝑗𝑗 は都道府県 𝑗𝑗 に本店を

係の経済的価値は懸念される程大きくないと結論付け

ている。とくに上場企業について影響がほとんど観察

されないことから、銀行の経済における役割を分析す

る上で、公開会社のデータを用いることの限界を示唆

している。

置く銀行 𝑖𝑖 を表す。なお、これらのデータは、
『全国銀行財務諸表分析』（全国銀行業協会連

合会）および『日経 』

（日本経済新聞デジタルメディア）から得た。

次に、都道府県 𝑗𝑗 の貸出金利 𝑟𝑟𝑖𝑖 を以下のよう
に定義する。

𝑟𝑟𝑖𝑖 = Σ𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝜌𝜌𝑖𝑖𝑖𝑖

ただし、 𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖 =
𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖

Σi=1
𝑛𝑛 𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖

つまり、各都道府県における各銀行の貸出残高

をウェイトとして個別銀行の金利に掛けること

で都道府県別の金利データを求めた。なお、金

利データは、サンプル期間を 年度から

年度末とする年次データである。

都道府県間で貸出金利に差異があるかを検証

するために、サンプル期間中の貸出金利の平均

値が、 都道府県の中央値であった千葉県

（ ）と、他の各都道府県について、帰無

仮説を「期間中の平均金利が等しい」と

し、 検定を行った。検定の結果は図表

に示されている。 水準で統計的に金利

が高い県は、九州・沖縄に集中し、金利

が低い県は九州・沖縄を除く全国に散ら

ばっている。ただし、地域銀行が 行の

み所在する県や、 行の貸出シェアが大

きい県もあり、それらの金利の推定値は、

個別銀行の財務状況等を反映している可

能性もある。また、スルガ銀行（静岡県）のよう

に、経営戦略として高金利の個人向け融資に注力

している銀行もある。さらに、東京都、大阪府は

有意に金利が高くなっているが、これらは、今回

の分析の対象としていない都市銀行による低金利

の貸出比率が高いことに留意する必要がある。

図表 は、 年度から 年度までの 年

毎の貸出金利の記述統計量（クロスセクション）

埼玉りそな銀行は、地域銀行として貸出金利の算出に

同行のデータを用いた。旧長期信用銀行の流れをくむ

新生銀行、あおぞら銀行のデータは算出に用いていな

い。なお、破綻（営業譲渡）した銀行については、破

綻の直前の決算期のデータを省いた。

図表 都道府県別貸出金利の有意差検定

（ 年度 年度平均）

※ 、 、 は、千葉県（中央値）と各都道府県について、

帰無仮説「平均貸出金利が等しい」が、 、 、 水準

で統計的に有意に棄却されることを示す。

※ 淡色の網掛けと濃色の網掛けの都道府県は、それぞれ

有意水準で中央値より貸出金利の低い県、および高い県を

示している。

北海道 福井県 広島県
青森県 山梨県 山口県
岩手県 長野県 徳島県
宮城県 岐阜県 香川県
秋田県 静岡県 愛媛県
山形県 愛知県 高知県
福島県 三重県 福岡県
茨城県 滋賀県 佐賀県
栃木県 京都府 長崎県
群馬県 大阪府 熊本県
埼玉県 兵庫県 大分県
東京都 奈良県 宮崎県
神奈川県 和歌山県 鹿児島県
新潟県 鳥取県 沖縄県
富山県 島根県
石川県 岡山県

図表 年度別貸出金利の記述統計量（クロスセクション）

（%）
平均値 中央値 最大値 最小値 範囲 標準偏差
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に、経営戦略として高金利の個人向け融資に注力

している銀行もある。さらに、東京都、大阪府は

有意に金利が高くなっているが、これらは、今回

の分析の対象としていない都市銀行による低金利

の貸出比率が高いことに留意する必要がある。

図表 は、 年度から 年度までの 年

毎の貸出金利の記述統計量（クロスセクション）

埼玉りそな銀行は、地域銀行として貸出金利の算出に

同行のデータを用いた。旧長期信用銀行の流れをくむ

新生銀行、あおぞら銀行のデータは算出に用いていな

い。なお、破綻（営業譲渡）した銀行については、破

綻の直前の決算期のデータを省いた。

図表 都道府県別貸出金利の有意差検定

（ 年度 年度平均）

※ 、 、 は、千葉県（中央値）と各都道府県について、

帰無仮説「平均貸出金利が等しい」が、 、 、 水準

で統計的に有意に棄却されることを示す。

※ 淡色の網掛けと濃色の網掛けの都道府県は、それぞれ

有意水準で中央値より貸出金利の低い県、および高い県を

示している。

北海道 福井県 広島県
青森県 山梨県 山口県
岩手県 長野県 徳島県
宮城県 岐阜県 香川県
秋田県 静岡県 愛媛県
山形県 愛知県 高知県
福島県 三重県 福岡県
茨城県 滋賀県 佐賀県
栃木県 京都府 長崎県
群馬県 大阪府 熊本県
埼玉県 兵庫県 大分県
東京都 奈良県 宮崎県
神奈川県 和歌山県 鹿児島県
新潟県 鳥取県 沖縄県
富山県 島根県
石川県 岡山県

図表 年度別貸出金利の記述統計量（クロスセクション）

（%）
平均値 中央値 最大値 最小値 範囲 標準偏差

を示している。金利は低下傾向にあるが、範囲や

標準偏差を見ると、分布の形状はあまり変化して

いない可能性がある。また、図表 は、 年度

から 年度にかけて 年毎に貸出金利の高位

県と低位 県を示したものである。これらから、

都道府県別の貸出金利には差異があるものの、そ

のばらつきや高位、低位各の都道府県は固定的で

あることが示唆される。

おわりに：再編は進むのか

なぜ都道府県で金利差が生じるのか。その理由

としては、個別銀行の健全性、貸出資金調達能力、

借手についての情報生産能力といった貸手側の要

因、地域の景況や産業、企業規模等の借手側の要

因、さらに、市場の競争度等、様々な要因が考え

られる。近年、持ち株会社方式のグループ化も含

めた地域銀行の統合や、東京を中心とした都心部

に支店を開設し、営業範囲の広域化戦略をとる動

きも見られるが、都道府県間の金利格差が解消さ

れるほど、県境をまたいだ再編が行われるか、ま

たは行われるべきかについて、肯定的な答えを出

すには疑問が残る。地域銀行をメインバンクとす

る地元の中小企業の取引の地理的範囲はそれほど

広くない。図表 が示すように、中小企業の約

図表 貸出金利の高位 県と低位 県

沖縄県 沖縄県 東京都 東京都 沖縄県
鳥取県 東京都 沖縄県 長崎県 徳島県
山形県 長崎県 長崎県 沖縄県 静岡県
徳島県 徳島県 宮崎県 静岡県 東京都
佐賀県 大阪府 栃木県 徳島県 鹿児島県
宮城県 奈良県 石川県 富山県 石川県
奈良県 岐阜県 京都府 奈良県 福島県
神奈川県 山口県 宮城県 愛知県 奈良県
岡山県 岡山県 山梨県 京都府 京都府
山口県 北海道 奈良県 栃木県 宮城県

図表 中小法人企業の販売先（従業員規模別）

中小企業の範囲については、業種ごとに資本金または従業者数により定められている。詳細は下記の出所を参照

されたい。

出所：『中小企業実態基本調査 平成 年確報（平成 年度決算実績）』（中小企業庁）
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が同一県内ないし、それより狭い範囲で販売活動

を行っている。地域銀行にとっての主要な顧客で

ある地元の中小企業の経済活動が、同一県内に留

まるのであれば、金融機関もリスクを負って域外

経済へ進出する積極的な動機は少ない。

マクロ経済全体の厚生の視点から見た場合、金

融市場の競争環境の改善の結果として、各地域の

金融市場が統合され、金利の地域間格差は解消さ

れるべきであるという考え方もある。しかしなが

ら、現実には、ソフト・インフォメーションに基

づいたリレーションシップバンキングなどを研究

対象とする地域金融が、研究分野の一つとして基

盤が確立されているように、地域経済におけるロ

ーカルな金融システムの重要性は広く認識されて

いる。地域金融機関には、地域経済における情報

生産機能という重要な役割があり、必ずしも、統

合・再編の流れが加速することが、望ましいとは

限らない。いずれにせよ、地域の経済発展に資す

る地域金融は、今後、より重要なものとなってく

るであろう。
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